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資料の流れ

１ 行政改革について

２ 本市の現状と課題

３ 行政改革の方向性

４ 行政改革推進委員会



これまでの行政改革の取組
行政改革とは・・・・

時代に即した行政需要に対応し、市民サービスのより一層の向上を図るために、組織、制度や行政運営の
適正化・効率化を図っていくことをいいます。自治体において、行政改革は不断の取組みです。

昭和６０年度
袖ケ浦町行政改革大綱の
策定に伴い取組を開始

平成１７～２１年度
「集中改革プラン」の実施

平成２７年度～
「地方行政サービス改革」の実施
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１ 行政改革について

第４次行政改革大綱 第６次行政改革大綱

事務事業の見直しや

組織の簡素化を中心
に取組がスタート

国から「効率的な行財政運営」の明示。主に
給与や定員の適正化（削減）、事務事業の再
編を中心に取組

窓口や行政サービスの民間委託、
情報技術を用いた事務改善を中心
に取組



行政改革と社会情勢について
今後の日本の
社会情勢は・・・・

第７次行政改革大綱、アクションプラン
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地方自治体も

少子高齢化と財政規模
の縮小が大きな課題

１ 行政改革について



本市の人口構造の変化
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２ 本市の現状と課題

将来人口推計（袖ケ浦市人口ビジョン）

推計→←実績 「袖ケ浦市人口ビジョン」 1
（国勢調査〔2010年〕基準）

＜出典：総合計画 基本構想より＞

（人）

本市の人口は、袖ケ浦駅海側の開発等もあり、近年において
も着実に増加傾向で推移しています。

しかしながら、本市においても将来的には人口の減少が予想
されています。

人口の推移を経年で見てみますと、老年人口（６５歳以上）が
増加し、生産年齢人口（１５～６４歳）及び年少人口（０～１４
歳）は減少するなど、少子高齢化が進行している状況がわか
ります。



最近の人口増と人口構造
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２ 本市の現状と課題
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出典：袖ケ浦市人口統計資料（袖ケ浦市ホームページ）



最近の人口増と人口構造
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２ 本市の現状と課題

出典：袖ケ浦市人口統計資料（袖ケ浦市ホームページ）



社会増減と自然増減の推移

8

５年間の増減数

自然増減 －606

社会増減 ＋2,679

※平成31年4月から令和5年4月までの数

自然増減・・・死亡数と出生数の差、出生数の方が多いとプラス
社会増減・・・他の市町村への転出数と転入数の差、転入数の方が多いとプラス

２ 本市の現状と課題

出典：袖ケ浦市人口統計資料（袖ケ浦市ホームページ）



生産年齢人口の減少と少子高齢化
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今後の日本においては、 高齢化と出生率低下による生産年齢人口（１５～６４歳）の
減少が大きな課題となっております。

生産年齢人口（１５～６４歳）及び年少人口（１４歳以下）の減少は、将来的に人口減
少を招くだけではありません。

税収が減少し、財政規模が縮小するため、満足のいく行政サービスを提供できなくな
る他、社会保障制度における「給付」と「負担」のバランスが崩れる恐れがあります。

人口が減少すると行政にどのような影響があるのですか？

人口構造のグラフをみると、高齢者は増え続け、その他が減っていくような推移です
が、具体的にどのようなことが考えられますか？？

生産年齢人口の減少 税収の減少
財政規模の縮小

行政サービスの縮小
社会保障バランスの崩壊

２ 本市の現状と課題



生産年齢人口の減少
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２ 本市の現状と課題

40,778 

20,538 

39,086 

26,765 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

生産年齢人口(15歳から64歳) 生産年齢人口でない方

平成22年3月末 令和5年6月末

総人口に対する生産年齢人口でない方の割合
平成22年3月末 ＝ 33.4％
令和 5年6月末 ＝ 40.6％

出典：袖ケ浦市人口統計資料（袖ケ浦市ホームページ）



財政状況の現状（歳入）
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歳入のうち自主財源の占める比率が７０．２％（平成30

年度）となり、他の自治体よりも比較的高い水準です。

袖ケ浦市の歳入の特徴としてどのような点があげ
られますか？？

袖ケ浦市は臨海部に石油コンビナートを中心とした
大企業が集約しており、法人市民税と固定資産税の
歳入は類似団体と比較しても多く、歳入に占める自
主財源が他団体よりも比率が多くなっています。

臨海部の工業地域の立地
により、市税収入が多い

自主財源は
高い水準

Ｑ&Ａ 袖ケ浦市の歳入

２ 本市の現状と課題



令和元年度から令和３年度の歳入決算額
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4,921,824 

13,420,739 
9,147,711 699,600 
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計26,140,778千円

計35,049,078千円
計31,580,288千円

新型コロナウイルス関連
補助金による増

法人税などの市税収入
ほぼ変動なし

出典：袖ケ浦市令和３年度決算書

２ 本市の現状と課題



財政状況の現状（歳出）
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民生費が平成20年度から30年度までの10年間程度で、倍の

伸びを示しており、福祉分野の行政需要が年々増加している
ことが分かります。

袖ケ浦市の歳出の特徴としてどのような点が
あげられますか？？

科目別では特に目立つ特徴はありません
が、高齢化率の増加や子育て世代の増加によ
る扶助費の増大が目立ちます。

子育て世代の増加
高齢化率の増大

Ｑ&Ａ 袖ケ浦市の歳出

将来的な
福祉関係費の増大

２ 本市の現状と課題



令和元年度から令和３年度の歳出決算額
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民生費 教育費 総務費 土木費 衛生費 消防費 公債費 農林水産業費 その他

子育て世帯臨時
特別給付金等

特別定額給付金等

計24,103,525千円

計33,665,911千円

計30,442,187千円

出典：袖ケ浦市令和３年度決算書

２ 本市の現状と課題



義務的経費の増加に対する懸念
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新たなニーズに応えるための事業の新設や、災害時などの臨時的経費の支出に対応することが難し
くなるため、今後も増加傾向にある経常経費の抑制に取り組む必要があります。

財政の硬直化がこれ以上進むと・・・

経常収支比率の増加の主な要因は、人件費等の経常的
経費が増加していることがあげられます。一般的に、この
ような状態が進むことを「財政の硬直化」と呼んでいます。
この経常収支比率が高くなるほど、財政的な余裕がなくな
り、事業展開が硬直化していきます。

経常収支比率が増加すると・・・・・

経常的収入
（地方税など）

経常的支出
（人件費など）

経常収支比率の高騰は、人間の社会生活に例えると、給
料に占める生活費やローンの返済の比率が高くなり、将来
のための貯金や臨時的に発生する家や車の修理に使える
資金がなくなるということになります。

臨時の資金に余裕がなくなる・・・

２ 本市の現状と課題



直近の経常収支比率推移
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２ 本市の現状と課題

出典：財政状況資料集より（袖ケ浦市ホームページ）



行政改革の方向性
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３ 行政改革の方向性

これまでの行政改革の基本姿勢を堅持しつつ、新たな発想を取り込みながら、
安定した行財政基盤を堅持し、将来を見据えた行財政運営を目指します。

歳入の不透明性生産年齢人口
の減少

市税の減少

老朽化施設
の維持・更新 扶助費の増大

財政規模の
縮小

公債費の増加

経常収支比率
の増加

人件費の増加

第７次行政改革大綱

少子高齢化

市が抱える将来的課題



基本方針と計画期間
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第７次行政改革大綱は、新たな総合計画における基本構想での「行政運営」、「財政運営」を担う、
総合計画の着実な推進を下支えするものです。

計画期間：令和２年度～令和７年度＜６年間＞

３ 行政改革の方向性

皆様の任期期間令和5年7月から令和8年6月末



取組の指針～重点的取組項目～
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重点的取組① 経常経費の抑制
●令和７年度（２０２５年度）末に、経常収支比率９０.０％を目指す。

重点的取組② 公共施設マネジメントの推進
●効率的な施設運営や公共施設の長寿命化を図りつつ、人口分布を考慮した統廃合や更新、再配置等
に向けた検討を開始する。

●新庁舎の建設では、工事期間中においても支障なく、また供用開始に向けても、より良い市民サービス
が提供できるように、積極的な調査、検討を進めて実行する。

重点的取組③ 市民、職員、双方における満足度の向上
●市民の声を反映した改善や充実したサービスを提供できるように制度や仕組みを改善して、市民満足
度の向上を目指す。

●職員の勤務状況や職場環境等の現状を的確に把握することにより、明らかとなった問題点等を改善し、
充実した職場環境となるように努め、職員の満足度の向上を目指す。

３ 行政改革の方向性



アクションプランの概要
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◎ 歳入確保に向けた取組み
◎ 歳出抑制に向けた取組み
◎ 将来を見据えた行財政運営の取組み

行政運営の簡素化・合理化あるいは
減量経営をめざします

第１の柱 将来的に持続可能な行財政運営を実現するための改革

革新的技術を活かした行政運営の
効率化・スマート化をめざします

第２の柱 限られた行政資源でニーズに応え続けるための改革

◎ 組織・職員配置の適正化
◎ 新しい技術を活用した事務改善
◎ 時代の要請に応える業務改善

職場内の意識や組織文化の改善を行い
効率的で質の高い事務を行うための活
気あふれる職場環境を整えます

第３の柱 行政運営の推進力となる職員や職場環境の充実を図るための改革

◎ 全庁共通事務の効率化
◎ 人材育成と働き方改革の推進
◎ ワークスタイルの変革

３ 行政改革の方向性



市民が参加する行政改革
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行政改革推進委員会【袖ケ浦市行政改革推進委員会設置条例】
行政改革の推進に関して、幅広い意見を聞くため、各種団体の
代表者や公募からなる市民で構成されます。

パブリックコメント・アンケートによる意見募集
行政改革大綱の策定の案や素案について、広く市民の皆様に
公表し、パブリックコメントやアンケート調査等により、皆様から
寄せられたご意見などを案に取り入れられるかを検討します。

市民の方とよりよい行政運営を
作り上げていきます

行政改革大綱の策定や計画の見直し時には、委員
の意見を伺い、改革の内容に反映する等、袖ケ浦市
の行政運営に参加していただきます。

４ 行政改革推進委員会



委員の皆様にお願いすること
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①実施改革項目の取組実績の査証（年一度、７月頃）

アクションプランのそれぞれの取組項目ついて、各年度の進捗状況を事務局
から報告（個票）させていただき、行政改革における重要事項の調査及び審議を
行っていただきます。

②計画のローリング（見直し）・新規取組項目の精査（年一度、２月頃）

方向性に変更や課題の変化、達成状況などの実態に合わせて計画内容や目
標設定に見直しが必要なもの及び新規取組の導入について、意見を伺いPDCA

サイクルの推進を図ります。

③次期行政改革大綱の策定の審議

令和６年度頃から、第８次行政改革大綱の策定案について議論、審議していた
だきます。

４ 行政改革推進委員会



（参考）これまでに完了した取組一覧
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４ 行政改革推進委員会
上期実績

年度計画

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標

実績 方針決定 準備 実施

令和2年度実施
paypay等で納
付可能

計画 方針決定 準備 実施

3
新たな納入方法の

導入に向けた検討
納税課 取組

完了
令和4年度実施

1

2

令和2年度
制度導入

令和3年度制度

導入
完了

クラウドファン
ディングの活用

財政課

ネーミングライ

ツ制度の導入
財政課

取組
完了

取組

完了

計画

実績

計画

実績

令和3年度導入

令和3年度導入

方針決定 実施

検討 方針決定 実施

検討

完了

検討

1

2

令和2年度
制度導入

令和3年度制度
導入

目標達成

クラウドファン
ディングの活用

財政課

ネーミングライ
ツ制度の導入

財政課

検討 方針決定 実施

取組
完了

計画

実績

計画

実績

令和3年度導入

令和3年度導入

検討

取組
完了

令和2年度実施
paypay等で納
付可能

計画 方針決定 準備 実施

方針決定 実施

検討

目標達成

3
新たな納入方法の
導入に向けた検討

納税課
取組
完了

令和4年度実施

実績 目標達成

上期実績

年度計画

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標
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４ 行政改革推進委員会

（参考）これまでに完了した取組一覧

令和3年度運用
開始

計画
問題点確認

、検討
事務フロー
見直し完了

4
行政評価システム
の改善・活用

企画政策課
財政課

行政管理課
取組
完了

令和3年度
新たな運用実
施 実績

問題点確認
、検討

事務フロー
見直し完了

令和3年度 定
員管理の方針

を策定

計画 検討 計画策定
職員配置等

検討

5 定員管理の適正化 職員課
取組
完了

令和7年度
定員管理方針

による 実績
検討、

方針策定
目標達成

累計26.5時間､
他取組と統合
して推進する
こととした。

計画
検討、

実証実験
準備 実施

6

ＲＰＡ、ＡＩ、民
間委託の導入を見
据えた事務フロー
の見直し

行政管理課
計画
統合

令和4年度
500時間

実績
検討、

実証実験
準備 統合

上期実績

年度計画

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標
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４ 行政改革推進委員会

（参考）これまでに完了した取組一覧

上期実績

年度計画

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標

実績
準備、
実施

令和2年度

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化実
施(ｼｽﾃﾑ導入)

計画
準備、
実施

9
庁内報告文書等の

一括処理
職員課 取組

完了

令和2年度

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化実
施

実績
検討、

調査
準備 実施

令和3年度

見直し検討の
結果､従来通り
で運用するこ

ととした

計画 検討 準備
試行、

実施

8
財務会計事務の効
率化

財政課 会計室 取組
完了

令和4年度
見直し後の運
用開始

実績
検討、

実証実験
準備 統合

累計26.5時間､
他取組と統合

して推進する
こととした。

計画
検討、

実証実験
準備 実施

7

ＲＰＡ、ＡＩ、民

間委託の導入を見

据えた事務フロー
の見直し

行政管理課
計画

統合

令和4年度

500時間

令和3年度
見直し検討の
結果､従来通り
で運用するこ
ととした

計画 検討 準備
試行、
実施

7
財務会計事務の効
率化

財政課 会計室
取組
完了

令和4年度
見直し後の運
用開始

実績
検討、
調査

準備 目標達成

令和2年度
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化実
施(ｼｽﾃﾑ導入)

計画
準備、
実施

8
庁内報告文書等の
一括処理

職員課
取組
完了

令和2年度
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化実
施 実績 目標達成

令和3年度
検討の結果､集
約化は行わな
いこととした

計画 検討 準備 実施

9

施設管理に共通す
る電力契約、点検
や清掃委託等の集
約化の検討

資産管理課
取組
完了

令和4年度
運用開始

実績 検討 準備 目標達成

上期実績

年度計画

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標
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（参考）これまでに完了した取組一覧

令和3年度
完全退庁日の設
定及び実施

計画 継続実施

10
働き方を意識した
時間外勤務の抑制

職員課
取組
完了

令和4年度
完全退庁日の
設定及び実施 実績 継続実施 目標達成

令和3年度まで
の累計3業務､他
取組と統合して
推進

計画 継続実施

11
長時間勤務職場等
における業務改
革・改善の推進

職員課
計画
統合

令和4年度
5業務

実績 調査 統合

上期実績

年度計画

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

№ 取組項目 担当部署 関係部署 進捗評価 目標


